
貸   借   対   照   表

( 2023年12月31日 現在 )

（単位：千円）

科        目 金       額 科       目 金       額

63,305,279 52,989,381

現 金 及 び 預 金 697,133 127,594

売 掛 金 20,379,105 19,842,780

製 品 9,818,542 22,844,949

原 材 料 1,837,504 5,598,878

未 着 品 1,203,444 553,166

仕 掛 品 195,668 2,430,446

貯 蔵 品 344,123 569,685

短 期 貸 付 金 27,800,000 995,170

未 収 入 金 747,697 26,711

そ の 他 の 流 動 資 産 282,060

2,505,163

873,042

65,325,706 1,594,918

62,070,790 37,202

建 物 及 び 構 築 物 21,613,141

機 械 及 び 装 置 30,603,701

車 両 運 搬 具 14,326

工具、器具及び備品 174,386

土 地 8,807,421

リ ー ス 資 産 21,657

建 設 仮 勘 定 836,155 73,136,440

200,000

63,614 72,936,440

ソ フ ト ウ ェ ア 38,628 52,500

電 話 加 入 権 7,940 72,883,940

施 設 利 用 権 17,044 固定資産圧縮積立金 110,166

繰 越 利 益 剰 余 金 72,773,773

3,191,301

長 期 前 払 費 用 400,287

前 払 年 金 費 用 1,393,404

繰 延 税 金 資 産 1,378,257

そ の 他 の 投 資 等 19,352

資　産　合　計 128,630,985 負 債 純 資 産 合 計 128,630,985

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

電 子 記 録 債 務

買 掛 金

未 払 金

（ 純 資 産 の 部 ）

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 の 固 定 負 債

そ の 他 の 流 動 負 債

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

55,494,545

長 期 未 払 費 用

未 払 消 費 税 等

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産 流 動 負 債

固 定 負 債

固 定 資 産

支 払 手 形

無 形 固 定 資 産 利 益 剰 余 金

投 資 そ の 他 の 資 産

純　資　産　合　計

有 形 固 定 資 産

負　債　合　計

資 本 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

株 主 資 本

73,136,440

利 益 準 備 金



              損　 益　 計　 算　 書 .

自  2023年１月１日

至  2023年12月31日

（単位：千円）

182,669,427

143,741,674

38,927,753

23,996,257

14,931,496

受 取 利 息 70,344

賃 貸 収 益 54,538

業 務 受 託 料 20,865

保 険 配 当 金 23,856

そ の 他 70,286 239,891

支 払 利 息 4,715

賃 貸 費 用 54,860

為 替 差 損 145,730 205,305

14,966,082

固 定 資 産 売 却 益 341,597 341,597

固 定 資 産 除 却 損 629,087 629,087

14,678,592

4,423,205

11,111 4,434,316

10,244,276

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

科         目 金                 額

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

〔 〕



（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

　  棚卸資産

　　　製品、原材料及び仕掛品………総平均法による原価法

　　　未着品及び貯蔵品………個別法による原価法

　　　なお、貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(１) 有形固定資産（リース資産を除く）……定額法

　　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　２年～50年

機械装置及び運搬具　　２年～17年

(２) 無形固定資産（リース資産を除く）……定額法

　　　なお、ソフトウェア（自社利用分）については社内における利用可能期間（５年）

　　　に基づく定額法を採用しております。

(３) リース資産

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　      　……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

３．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

４．引当金の計上基準

(１) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に対応する金額を計上してお

　　　 ります。

(２) 退職給付引当金（前払年金費用）

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

５．収益及び費用の計上基準

当社は、ウェルネスケア関連商品、フェミニンケア関連商品、ベビーケア関連商品、Kireiケア関連商品等の

パーソナルケア商品の製造及び販売並びに、ペットケア関連商品等の製造及び販売を主な事業としており、このような

商品販売については、商品の引渡時点において顧客が当該商品に対する支配を獲得することから、

履行義務が充足されると判断しており、当該商品の引渡時点で収益を認識しております。

また、収益は顧客への財の移転と交換に企業が権利を得ると見込んでいる対価の金額で認識しており、

履行義務の対価は履行義務を充足してから1年以内に受領しており、重大な金融要素を含んでおりません。

       個 　別 　注 　記 　表　



（会計上の見積りに関する注記）

１．退職給付引当金

(１) 当事業年度の計算書類に計上した金額

科目 貸借対照表計上額

前払年金費用（退職年金制度） 1,393,404 千円

退職給付引当金（退職一時金制度） (873,042) 千円

退職給付費用 390,117 千円

(注)負債に計上しているものは(　)で示しております。

(２) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

　従業員及び退職者に対して、確定拠出制度及び確定給付制度を設けております。

　確定給付型の退職金制度における退職給付費用、前払年金費用及び退職給付引当金は、

　数理計算上の仮定、年金資産の長期期待運用収益率に基づいて計算しております。

②当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

　退職給付債務の数理計算上の仮定には、退職率、割引率等が含まれております。主要な仮定である割引率は、

　従業員の平均残存勤務期間に対応する期間の期末日時点の優良社債の市場利回りを参考に決定しております。

　また年金資産の長期期待運用収益率は、過去の運用実績及び将来見通し等を基礎として設定しております。

③翌事業年度の計算書類に与える影響

　割引率の変動や年金資産運用における期待運用収益と実際運用収益の差異は、翌年度以降の退職給付費用に

　影響を及ぼす可能性があります。

（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 100,712,605 千円

２．関係会社に対する短期金銭債権 48,213,888 千円

　　関係会社に対する短期金銭債務 2,003,017 千円

　　関係会社に対する長期金銭債務 1,324,243 千円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

営業取引による取引高

　売上高 182,421,584 千円

営業取引以外の取引高 130,126 千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

２．配当に関する事項

(１) 配当金の支払

(２) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　   次のとおり、決議を予定しております。

株式の種類 前事業年度末株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式 579,700株 - - 579,700株

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額（円）
配当の原資 基準日

利益剰余金

利益剰余金 2,492,710 4,300 2023年６月30日

5,200 2022年12月31日 2023年３月24日

2023年９月24日

3,014,440

2023年７月28日

取締役会
普通株式

効力発生日

2023年３月23日

定時株主総会
普通株式

決議 基準日 効力発生日

2024年３月26日

定時株主総会
普通株式 7,000 2023年12月31日 2024年３月27日

株式の種類
１株当たり
配当額（円）

配当の原資
配当金の総額

（千円）

利益剰余金 4,057,900



（関連当事者との取引に関する注記）

１．親会社及び法人主要株主等

(注)　１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、消費税法上の課税対象取引の期末残高には消費税等

　　が含まれております。

　２．製品販売については、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、半期毎に価格交渉の上、決定しております。

　３．不動産（土地及び建物）の賃貸料については、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、価格交渉の上、決定し

　　ております。

　４．機械装置等の購入価格については、取引の都度、総原価を勘案して希望価格を互いに提示し、決定しております。

　５．資金の貸付利率は、市場金利を勘案して合理的に決定しております。なお、担保は受け入れておりません。

　６．支払代行業務の手数料は、実際に取り扱った代金に対して双方協議の上、一定率を乗じて決定しております。

　７．支払代行業務の支払利息利率は、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

　８．譲渡制限付株式については、当社役員及び従業員に対する譲渡制限付株式報酬として、ユニ・チャーム㈱より親会社株式の

　　事前交付が行われております。なお、親会社の譲渡制限付株式の価格は付与時の株価により決定しております。

資本金

親会社 ユニ・チャーム㈱ 東京都港区 15,992,668千円

大人用品、ベビー用品、

生理用品、日用雑貨その他の
販売等

属性 会社名 住所 事業の内容

役員の兼任 事業上の関係

当社製品の販売 182,421,584千円 売掛金 20,345,027千円

不動産の賃貸 36,754千円 未収入金 3,105千円

機械装置等の購入 5,462,278千円 未払金 69,438千円

資金の貸付 16,900,000千円 短期貸付金 27,800,000千円

資金の回収 11,500,000千円

貸付金利息の受取 70,293千円 未収入金 6,431千円

支払代行業務 14,915,941千円 未払金 1,601,119千円

支払代行利息の支払 4,683千円 未払金 499千円

譲渡制限付株式の増減 △58,029千円 長期未払費用 1,324,243千円

当社製品の販売

役員の兼任

議決権等の所有

（被所有）割合
取引の内容 取引金額 科目

2名

関係内容
当事業年度末残高

被所有　100％



２．兄弟会社等

(注)　１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、消費税法上の課税対象取引の期末残高には

　　消費税等が含まれております。

　２．原材料及び製品の仕入れにつきましては、予定仕入価格や予定総原価を勘案し、半期ごとの交渉によ

　　り金額を決定しております。

　３．不動産（土地）の賃貸料については、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、３年毎に価格交渉の上、

　　決定しております。

（収益認識に関する注記）

収益を理解するための基礎となる情報

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 126,162円57銭

２．１株当たり当期純利益 17,671円69銭

事業の内容

親会社の子会社 ユニ・チャーム国光ノンウーヴン㈱ 香川県観音寺市 40,000千円 不織布等の製造販売

属性 会社名 住所 資本金

役員の兼任 事業上の関係

未収入金不動産の賃貸 13,140千円

議決権等の所有

（被所有）割合
当事業年度末残高

関係内容

－

取引の内容 取引金額 科目

原材料及び

製品の仕入
役員の兼任

2名

1,644,403千円原材料及び製品の仕入 19,040,365千円 買掛金

1,144千円


